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１ 一般啓発事業 

（１）情報誌「Voters」の発行 

Ａ４判２０ページ、１２５，０００部（１回当たり） 

都道府県・指定都市・市区町村選管、図書館、報道機関、関係団体等に配布し 

た。 

 ・７９号 特集「明るい選挙推進協議会の現在地」         ５月発行 

・８０号 特集「地方選挙の課題」                ６月発行 

・８１号 特集「選挙啓発の重要性を考える」           ８月発行 

・８２号 特集「現場から考える選挙とメディア」        １０月発行 

・８３号 特集「アドバイザーに聞く主権者教育」        １２月発行 

・８４号 特集「地方議会による主権者教育」       令和７年２月発行 

 

（２）ホームページ等の活用 

①公式サイトにて明るい選挙に関する各種情報や主権者教育に関する情報等を掲 

載した。 

②第５０回衆議院議員総選挙特設サイトを開設し、衆院選に関するデータや投票 

方法、各選管が作成した啓発ポスターや啓発グッズ等を紹介した。 

③各都道府県・指定都市選管が取り組んだ選挙啓発事業に関する情報を一元的に 

集約するデータベースの運用を行った。 

④ＳＮＳ（Ｘ）を通じ、各地の啓発情報やイベント情報、若者選挙啓発グループ 

の活動などを発信した。 

 

（３）明るい選挙啓発ポスターコンクール (資料１参照) 

   全国の小中高校生を対象に明るい選挙に関するポスターコンクールを実施した。 

７,８５７校、９９,６２８人からの応募があり、文部科学大臣・総務大臣賞(連名) 

１８人、公益財団法人明るい選挙推進協会会長・都道府県選挙管理委員会連合会会 

長賞(連名)６０人を表彰した。 

   大臣賞・会長賞作品をまとめた「令和６年度明るい選挙啓発ポスターコンクール 

全国優秀作品集」を作成し、全国の選管や応募学校等に配布した。 

 ・Ａ４判４０ページ、２４，０００部 

 

（４）啓発資材作成事業 

   ①新有権者向けパンフレット「はじめの一歩、はじめての一票」 

    ・都道府県選管に希望部数を照会し、全国の高校３年生に配布した。 

    ・Ａ５判１６ページ、１，００２，０００部 

   ②成人式向けパンフレット「せんきょの絵本」 

文字数を減らし、簡潔に政治や選挙の大切さを訴求した。 

・都道府県・指定都市・市区町村選管からの希望部数に応じ配布した。 

・Ａ５判３２ページ、１，０００，０００部 
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③寄附禁止規定周知のためのリーフレット 

・都道府県・指定都市・市区町村選管からの希望部数に応じ配布した。 

・Ｂ４判三つ折り、７００，０００部 

④くらしの中の選挙（令和６年５月改訂版） 

・都道府県・指定都市・市区町村選管に配布した。 

・Ａ４判６４頁、１００，０００部 

⑤めいすいくんの着ぐるみ人形 

・５体 

・市区町村選管に配布した。 

⑥啓発グッズ(クリアファイル、除菌ウェットティッシュ、蛍光ペン等) 

・希望のあった都道府県・指定都市・市区町村選管に実費で頒布した。 

 

２ 地域活動活性化事業 

（１）明るい選挙リーダーフォーラム (資料３参照) 

都道府県・指定都市の明推協会長等を対象に８ブロックで開催、うち２ブロック 

はオンライン、６ブロックは実開催とした。 

 

（２）地域コミュニティフォーラム (資料４参照) 

   市区町村の明推協や選管、自治会や老人会などの各種団体の方を対象に７ブロッ 

クで開催した。 

 

（３）若者リーダーフォーラム (資料５参照) 

高校生や大学生、若い社会人を対象に７ブロック（うち、４ブロックは合同開 

催）で開催した。 

  ※上記(１)～(４)の各種フォーラム等の開催日等は資料２を参照。 

 

（４）全国フォーラム 

   ・令和７年３月４日 東京都千代田区 

・政治ジャーナリスト神志名泰裕氏による講演、優良活動表彰受賞団体２団体か 

らの活動報告のほか、「投票率向上等のための取組について」意見交換を行っ 

た。 

 

（５）若者選挙ネットワーク選挙啓発研修会 

   ・令和７年３月１３日（オンライン） 

・「効果的なＳＮＳの活用方法」を学ぶ研修を行ったほか、第 27 回参院選に向け 

た効果的な若者投票率向上策について意見交換も行った。 
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（６）市区町村明推協研修会等開催支援事業 

   市区町村の明るい選挙推進協議会の活動を支援するため、市区町村明るい選挙推 

進協議会等が開催する講演会・研修会に講師を招聘した場合に要する経費を助成し 

た。  

・２８団体に助成 

 

（７）明るい選挙推進優良活動表彰 

①選考会 令和７年１月２２日 

②表彰式 令和７年３月４日 

   ③被表彰団体 

 優良活動賞 

・Vote at Chuo!!（東京都） 

・静岡大学人文社会科学部政治学ゼミ(井柳ゼミ)（静岡市） 

・一般社団法人 WONDER EDUCATION（愛媛県） 

・選挙コンシェルジュ（愛媛県） 

・長崎県明るい選挙推進サポーター（長崎県） 

優良活動奨励賞 

・Create Future Japan（横浜市） 

・福岡市明るい選挙推進グループ CECEUF（福岡市） 

 

（８）主権者教育アドバイザー派遣事業への協力 

   総務省事業の運営事務局として、派遣等の事前相談やアドバイザーとの調整を行

った。 

   ・延べ１５９団体への派遣に協力 

 

（９）選挙管理委員会職員研修 

   ①都道府県・指定都市選挙管理委員会選挙啓発事務担当者研修会 

    ・５月１５日（オンライン） 

    ・総務省から「選挙啓発について」の講話、当協会の事業説明等のほか、「選 

挙管理委員会と明るい選挙推進協議会の連携」について、さいたま市明るい選 

挙推進協議会の松本正生会長より提言があった。 

   ②指定都市選挙管理委員会事務局長研修 

    ・１１月１２日 

・指定都市選管事務局長等を対象に熊本市で開催した。総務省、協会からの諸 

報告のほか、「衆議院議員総選挙啓発事業におけるＳＮＳの活用」、「議会と連 

携した主権者教育の取組」について意見交換を行った。 

③選挙出前授業の事例を紹介するセミナー 

・令和７年３月１８日（オンライン） 

・先進的な選挙出前授業を行っている５つの選挙管理委員会の担当者より、具 

体の授業内容や進め方などが紹介された。 
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３ 調査研究事業 

（１）第５０回衆議院議員総選挙に関する全国意識調査 

全国の１８歳以上の男女３，１５０人を対象に、郵送調査法により実施。調査結 

果をとりまとめた報告書を作成し、都道府県、指定都市選管や公立図書館等に配布 

した。 

 

（２）主権者教育等に関する調査 

総務省からの委託により、令和６年度の選挙出前授業の実施状況等を全国の選管 

に照会し、とりまとめた。  

 

４ その他 

（１）評議員会 

６月２７日     東京都千代田区 

令和７年２月１７日 東京都千代田区 

 

（２）理事会 

６月６日      東京都千代田区 

   令和７年２月３日  東京都千代田区 

 

（３）代表者会議 

令和７年３月４日  東京都千代田区 

 

（４）監事監査 

５月２１日     協会会議室 



(資料１)

令和6年度明るい選挙啓発ポスターコンクール(第76回)　応募状況

小学校 中学校 高等学校 計 小学校 中学校 高等学校 計 小学校 中学校 高等学校 計

北海道 40 37 4 81 788 299 5 1,092 7 3 1 11

青森県 10 13 2 25 124 67 24 215 3 3 3 9

岩手県 42 34 6 82 651 275 87 1,013 6 3 7 16

宮城県 69 46 5 120 228 420 23 671 3 5 3 11

秋田県 6 19 7 32 75 90 50 215 3 3 5 11

山形県 72 49 8 129 441 821 86 1,348 5 7 7 19

福島県 27 38 6 71 113 438 21 572 3 5 3 11

茨城県 176 113 6 295 1,156 1,382 15 2,553 9 10 2 21

栃木県 168 76 3 247 1,270 683 25 1,978 9 6 2 17

群馬県 155 137 3 295 1,629 3,579 62 5,270 11 17 2 30

埼玉県 338 151 19 508 4,245 1,696 128 6,069 19 11 9 39

千葉県 266 174 15 455 908 784 45 1,737 8 7 5 20

東京都 427 308 48 783 4,462 9,678 737 14,877 19 30 25 74

神奈川県 148 60 12 220 1,277 619 100 1,996 9 6 8 23

山梨県 94 45 1 140 1,679 1,498 12 3,189 11 9 2 22

長野県 166 39 4 209 3,399 435 8 3,842 16 5 1 22

新潟県 35 20 2 57 194 72 20 286 3 3 2 8

静岡県 150 88 12 250 1,311 487 182 1,980 10 5 5 20

富山県 43 47 4 94 101 447 30 578 3 5 3 11

石川県 13 14 4 31 15 135 100 250 3 3 8 14

福井県 62 33 1 96 432 710 21 1,163 5 7 3 15

岐阜県 75 49 5 129 567 281 82 930 6 3 7 16

愛知県 642 324 24 990 4,036 4,635 778 9,449 18 20 22 60

三重県 58 38 3 99 705 576 5 1,286 7 6 1 14

滋賀県 27 22 1 50 153 301 1 455 3 4 1 8

京都府 63 30 3 96 480 309 118 907 5 4 7 16

大阪府 127 65 19 211 2,664 2,510 582 5,756 14 14 22 50

兵庫県 240 148 16 404 1,021 3,487 230 4,738 9 17 13 39

奈良県 33 9 1 43 320 149 4 473 4 3 1 8

和歌山県 7 10 7 24 126 116 91 333 3 3 8 14

鳥取県 17 10 2 29 32 144 60 236 3 3 6 12

島根県 13 19 5 37 299 179 9 487 3 3 1 7

岡山県 26 32 3 61 67 272 36 375 3 3 4 10

広島県 34 52 13 99 1,112 733 97 1,942 5 5 5 15

山口県 54 31 5 90 112 150 32 294 3 3 4 10

徳島県 62 39 6 107 334 583 19 936 4 6 2 12

香川県 71 39 5 115 328 355 196 879 4 4 12 20

愛媛県 112 63 16 191 492 759 153 1,404 5 7 10 22

高知県 8 13 2 23 61 149 93 303 3 3 8 14

福岡県 169 94 13 276 7,208 6,301 118 13,627 24 20 6 50

佐賀県 42 26 8 76 293 209 67 569 3 3 6 12

長崎県 54 35 7 96 125 328 34 487 3 4 4 11

熊本県 52 19 6 77 284 106 17 407 3 3 1 7

大分県 43 26 5 74 401 313 85 799 5 4 7 16

宮崎県 58 27 5 90 252 149 99 500 3 3 2 8

鹿児島県 37 47 5 89 119 515 16 650 3 6 2 11

沖縄県 20 30 11 61 233 187 92 512 3 3 8 14

4,651 2,838 368 7,857 46,322 48,411 4,895 99,628 314 310 276 900

※昨年度応募者数　106,342

合　計

中央審査提出数

九
　
州

北
海
道
・
東
北

関
東
甲
信
越
静

東
海
・
北
陸

近
　
畿

中
　
国

四
　
国

応募学校数 応募者数
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(資料２)

令和6年度　各種フォーラム一覧

ブロック（団体数）
明るい選挙リーダー

フォーラム
地域コミュニティ

フォーラム
若者リーダー
フォーラム

北海道・東北 山形県 岩手県 福島県

（道県7、指2） 9月19日(木) 6月21日(金) 9月28日(土)

オンライン マリオス コラッセふくしま

関東甲信越静 栃木県 東京都 埼玉県

（都県11、指8） 2月5日(水) 1月27日(月) 11月30日(土)

栃木県庁 ＪＡ東京南新宿ビル TKP大宮ビジネスセンター

東海・北陸 三重県 石川県 愛知県

（県6、指1） 8月2日(金) 8月23日(金) 9月7日(土)

オンライン TKPガーデンシティPremium金沢駅西口 AP名古屋

近畿 兵庫県 滋賀県

（府県6、指4） 12月3日(火) 6月12日(水)

ラッセホール ピアザ淡海

中国 鳥取県 広島県 香川県

（県5、指2） 12月18日(木) 7月12日(金) 6月8日(土)

白兎会館 ワークピア広島 レグザムホール

四国 高知県 愛媛県

（県4） 1月17日(金) 7月26日(金)

高知県庁 TKP松山市駅前カンファレンスセンター

九州 大分県 鹿児島県 沖縄県

（県8、指3） 11月26日(火) 12月6日(金) 12月14日(土)

トキハ会館 天文館ビジョンホール 八汐荘

指定都市 北九州市

（指20） 11月7日(木)-8日(金)

リーガロイヤルホテル

指定都市選管 熊本市

（指20） 11月12日(火)

熊本城ホール
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(資料３)

令和6年度　明るい選挙リーダーフォーラム

ブロック 開催地 実施日 協議内容

・ 情報発信の方法による選挙啓発の実施状況について

・ 任意制選挙公報未交付市町村への発行促進について

・ 現実の政治課題等を扱った啓発授業について

・ 大学生等を対象とした県独自の常時啓発の取組について

・ 若者グループによる自主的な選挙啓発活動の支援について

・ 明るい選挙啓発ポスターコンクール実施の対応について

・ 選挙啓発出前講座並びに選挙啓発パンフレットにおける工夫について

・ 「ご当地めいすいくん」による啓発について

・ 県内企業･団体等を主な対象とした啓発事業について

・ 大学等各種団体との協定締結について

・ SNS等を活用した選挙時啓発について

・ 高校卒業後の大学生及び社会人に対する選挙啓発の事例について

・ 主権者教育に使用する啓発冊子について

・ 選挙が行われない際に行う啓発活動（常時啓発）の内容等について

・ 出前講座の外部委託等について

・ 小学校、中学校、高校における出前授業の実施状況とその他の常時啓発について

・ 若者や親子向けの選挙啓発等について

・ 大学祭等での啓発活動について

・ 主権者教育における議会との連携について

・ 高等学校等出前授業の実施にあたり、生徒の興味関心を引き付けるための工夫について

・ 毎年12月の明るい選挙推進強調月間について

・ 明るい選挙推進協議会の持続可能な組織運営について

・ 出前講座における他機関との連携について

・ 常時啓発に係る市町村明推協等との共同事業・補完事業の効果的な実施について

・ 議会との連携による常時啓発について

・ 出前授業の実施体制強化及び内容について

・ 他機関と連携した主権者教育の事例について

・ 選挙期間中の明推協の取組について

・ 若者の投票率向上に向けた取り組みについて

・ 小・中学生等への主権者教育の実施の呼びかけについて

・ 県独自選挙啓発冊子の作成等について

・ 県民の選挙啓発を目的とした研修会について

・ 第50回衆議院議員総選挙に係る臨時啓発の内容について

・ 市町村や議会事務局と連携した主権者教育の取組みについて

・ 臨時啓発等における市町との連携について

・ 各県の作成する常時啓発資材について

・ 常時啓発にかかる事業予算額について

・ 突発的な選挙における臨時啓発について

・ 常時啓発活動が低調な市町への働き掛けについて

・ 若者と政治・選挙啓発について

・ 選挙出前授業の実施状況について

・ 特別支援学校等における主権者教育の内容及び教材、工夫している点について

・ 民間企業等に対する選挙出前授業について

・ 主権者教育における明推協と関係機関等との連携について

・ 明るい選挙ポスターコンクール入選作品の活用方法について

・  明るい選挙推進協議会と若者で構成された団体等が連携した啓発活動の状況について  

・ 小中学校を対象とした実践型事業について

・ 「政治講演会」の開催等について

・ 親子連れ投票に向けた取組について

・ 期日前投票所の投票立会人について

・ 若者選挙サポーターについて

・ 市長選挙の選挙時啓発について

・ 二十歳を祝うつどい（成人式）における選挙啓発活動等について

・  来年夏執行予定の参議院議員選挙の街頭啓発時の明るい選挙推進協議会委員及び投票所立会人への暑さ対策について

・ 選挙啓発における選管と若者団体との連携について

指定都市 北九州市
11月7日～

8日

四国 高知県 1月17日

九州 大分県 11月26日

中国 12月18日鳥取県

山形県 9月19日

関東
甲信越静

栃木県 2月5日

東海
・

北陸
三重県 8月2日

近畿 兵庫県 12月3日

北海道
・

東北
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（資料４）

令和6年度　地域コミュニティフォーラム

ブロック 開催地 実施日 研修内容（敬称略）

北海道
・
東北

岩手県 6月21日

・講演｢ポストコロナの選挙啓発｣
　東北大学大学院情報科学研究科准教授　河村 和徳
・諸報告等　明るい選挙推進協会
・活動事例　山形県金山町選挙管理委員会
・講演｢選挙出前授業へのアドバイス｣
　明治大学文学部特任教授 / 主権者教育アドバイザー　藤井 剛
・グループ討議（フリートーク）
　①常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など

関東
甲信越静

東京都 1月27日

・講演｢アメリカ大統領選挙を振り返って｣
　学習院大学法学部教授 / 主権者教育アドバイザー　　庄司 香
・活動事例紹介①東京都品川区明るい選挙推進協議会、
　　　　　　　②東京都足立区選挙管理委員会
・講演「今後の日本政治と主権者教育」
　毎日新聞社客員編集委員　与良正男
・グループ討議（フリートーク）
　①常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など

東海
・
北陸

石川県 8月23日

・講演｢地域で取り組む狛江市の主権者教育｣
　狛江市副市長 / 主権者教育アドバイザー　平林 浩一
・諸報告等　明るい選挙推進協会
・講演･ワークショップ｢選挙公報を活用した選挙出前授業の一提案｣
　白鷗大学法学部教授 / 主権者教育アドバイザー　市島 宗典
・グループ討議（フリートーク）
　①常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など

近畿 滋賀県 6月12日

・講演｢"伝わる"情報発信の実現に向けて～選挙啓発に必要なキーワード～｣
　東京都杉並区広報専門監 / コミュニケーション･デザイナー　谷 浩明
・諸報告等　明るい選挙推進協会
・活動事例紹介　滋賀県高島市選挙管理委員会
・講演｢選挙出前授業へのアドバイス｣
　明治大学文学部特任教授 / 主権者教育アドバイザー　藤井 剛
・グループ討議（フリートーク）
　①常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など

中国 広島県 7月12日

・講演｢憲法から見る平和･民主主義･市民自治の担い手
　　　　　　　　　　　　　　　 ―若者とともに考える危機と希望｣
　広島市立大学広島平和研究所教授　河上 暁弘
・諸報告等　明るい選挙推進協会
・投票率低下防止等に向けた政治参画のあり方研究会について
　鳥取県選挙管理委員会事務局次長　石本 昭太郎
・講演｢これからの選挙出前授業 ～投票行動への導き～｣
　名古屋経済大学法学部教授 / 主権者教育アドバイザー　高橋 勝也
・グループ討議
　① 常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など

四国 愛媛県 7月26日

・講演｢選管･自治体明推による選挙啓発の現状と課題｣
　香川大学法学部教授　堤 英敬
・諸報告等　明るい選挙推進協会
・活動事例紹介  愛媛県松山市選挙管理委員会、(一社)WONDER EDUCATION
・講演｢これからの選挙出前授業 ～投票行動への導き～｣
　名古屋経済大学法学部教授 / 主権者教育アドバイザー　高橋 勝也
・グループ討議（フリートーク）
　①常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など

九州 鹿児島県 12月6日

・講演｢マスコミ世論調査の歴史から見る世論と政治との関係｣
　東京大学大学院情報学環教授　前田 幸男
・諸報告等　明るい選挙推進協会
・活動事例紹介
　大分市明るい選挙推進協議会・選挙管理委員会
・講演｢出前授業と学校｣
　名古屋経済大学法学部教授 / 主権者教育アドバイザー　高橋 勝也
・グループ討議
　①常時・選挙時に取り組んでいる啓発活動
　②今回のフォーラムで印象に残った話、など 8



（資料５）

令和6年度　若者リーダーフォーラム

ブロック 開催地 実施日 研修内容（敬称略）

北海道
・

東北
福島県 9月28日

・諸報告
　総務省選挙部管理課選挙啓発係総務事務官　五十嵐 翔
・活動報告　福大Voteプロジェクト
・講演｢メディア･リテラシーを身に付けよう！｣
　明治大学文学部特任教授 / 主権者教育アドバイザー　藤井 剛
・グループ討議｢なぜ投票に行かないといけないの？に答えよう｣

関東
甲信越静

埼玉県 11月30日

・活動報告　信州投票率上げようプロジェクト(ＳＴＡＰ)
・講演｢若者と政治をつなぐ｣
　読売新聞東京本社教育ネットワーク事務局記者　渡辺 嘉久
・グループ討議｢なぜ投票に行かないといけないの？に答えよう｣

東海
・

北陸
・

近畿

愛知県 9月7日

・諸報告
　総務省選挙部管理課選挙啓発係長　仁木 孝明
・投票率の状況･若者による選挙啓発事例の紹介　明るい選挙推進協会
・講演｢若者が知っておくべき時事問題｣
　ＮＨＫラジオセンター長･解説委員 / 主権者教育アドバイザー　　安達 宜正
・グループ討議｢なぜ投票に行かないといけないの？に答えよう｣

中国
・

四国
香川県 6月8日

・講話
　香川県明るい選挙推進協議会会長　鈴木 正行
・投票率の状況･若者による選挙啓発事例の紹介　明るい選挙推進協会
・講演｢若者が知っておくべき時事問題｣
　ＮＨＫラジオセンター長･解説委員 / 主権者教育アドバイザー　安達 宜正
・グループ討議｢なぜ投票に行かないといけないの？に答えよう｣

九州 沖縄県 12月14日

・諸報告
　総務省選挙部管理課選挙啓発係総務事務官　北村 泰輔
・活動報告　下関市選挙啓発サポーター
・講演｢若者が知っておくべき時事問題｣
　ＮＨＫラジオセンター長･解説委員 / 主権者教育アドバイザー　安達 宜正
・グループ討議｢なぜ投票に行かないといけないの？に答えよう｣
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令和６年度事業報告の附属明細書について 

 

 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規

定する事業報告の附属明細書として記載するべき「事業報告の内容を補足する

重要な事項」はありませんので、附属明細書は作成しておりません。 

 


